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第１　都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出に関する施策 	
１　緑の空間の保全と創出

第６章　快適で住みよい環境の保全と創出
第１節　都市地域の緑の保全と快適な生活環境の創出

主な環境指標（実績／目標）
◇１人当たり都市公園面積
　9.00m2（24年度）／9.5m2（27年度）

緑は，都市環境にうるおいとやすらぎをもた
らすなど，自然と人間が共生する生活環境を形
成するうえで重要な役割を担っており，都市部
においては，樹林地や水辺地等，既存緑地の保
全に努めるとともに，都市公園の整備促進等，
緑の創出に努めることが必要である。
市町村では，「緑の基本計画」により推進してお
り，26年４月１日現在12市町村が策定している。

（１）緑の保全対策
都市計画区域内において良好な自然環境を形
成する緑地の保全を図るため，26年４月１日現
在 21地区 1,081.5 haを※風致地区として，１地区
24 haを※特別緑地保全地区として指定している。

（２）都市公園の整備
緑豊かなゆとりとうるおいのある生活環境の
形成をめざし，緑の拠点となる都市公園の整備
を推進している。
本県における都市公園（都市計画区域外の特
定地区公園を含む）は，25 年３月末現在 44 市
町村で 1,892 箇所，面積 2,582.78 haが開設され
ており，都市計画区域内人口１人当たりの公園
面積は 9.00m2 となっている。

（３）公共施設等の緑化の推進
都市の緑化を総合的かつ効率的に推進するた
め，学校や道路等公共施設の緑化を含めた多面
的な緑化施策の展開が望まれている。
そのため，都市における緑の核となる都市公
園の整備を進めるとともに，住民や団体の参加
と協力を得て，都市緑化普及啓発のため県営都
市公園等で「いばらき都市緑化フェスティバル」
を春又は秋に開催している。

２　うるおいのある快適な都市空間の創出
（１）都市景観形成の推進
「景観形成条例」に基づき，大規模な建築物
等の新築，増改築等や土地の形質の変更に係る
行為について届出を義務付け，周辺景観と調和
した景観形成の誘導を図るなど，地域の特性を
生かした景観形成に努めている。
また，「屋外広告物条例」により，屋外広告
物の表示の場所，方法等について必要な規制を
行うとともに，「屋外広告物のてびき」などに
より，屋外広告物に関する制度や内容等の周知
に努めている。

図表 6-1-1　都市公園面積の推移（総面積，１人当たり）
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そのほか，良好な町並み，景観や緑の維持・
形成のため，26 年４月１日現在 57 区域 200ha
で建築基準法に基づく建築協定を結んでいる。

（２）電線類の地中化の推進
都市景観の向上と，安全かつ円滑な道路交通

の確保を図るため，７年６月から施行された「電
線共同溝の整備等に関する特別措置法」に基づ
き電線類の地中化を推進している。
25 年度は，県道取手東線（取手市）外 18 路

線において電線共同溝の整備を実施した。

（３）交通安全施設等の整備
安全かつ円滑・快適な交通環境の確立を図る

ため，交通事故の多発している道路や緊急に交

通の安全を確保する必要のある道路について，
歩道設置や交差点改良などの整備を行っている。
また，自転車交通の安全を確保するととも
に，快適なスポーツ・レクリエーション活動に
資することを目的として，霞ケ浦自転車道（潮
来市〜土浦市）の整備を実施した。

（４）まちづくり推進事業の実施
住民がまちづくりに関心を持ち，まちづくり
に自ら積極的に参加するような環境づくりを進
めるため，まちづくりシンポジウムを開催する
とともに，まちづくりに功績のあった住民等を
広く表彰するうるおいのあるまちづくり顕彰事
業を実施し，25 年度は５件表彰した。

第２　今後の取り組み 	
１　緑の空間の保全と創出

（１）緑の基本計画策定と地域地区指定促進
市町村の緑の基本計画策定を促進するととも

に，風致地区の指定や，※緑地協定などを活用
し，都市計画区域内において良好な自然環境を
形成する緑地の保全・創出を図る。

（２）都市公園の整備
偕楽園公園，笠間芸術の森公園，鹿島灘海浜

公園，茨城空港公園等の県営都市公園の充実に
努めるとともに，市町村の行う都市公園整備に
ついても積極的に助言・協力を行う。

（３）公共施設等の緑化の推進
都市における緑の核となる都市公園の整備や

学校等の緑化を図るとともに，これをネット
ワーク化し都市の緑の骨格づくりのため道路等
の緑化に努める。
また，市街地の大半を占める民有地の緑化な

ど，住民等の広範な参加と協力を得て，都市緑
化推進運動を各県営公園等で展開するなど，官
民一体となって，緑化の普及啓発活動を進めて
いく。

２　うるおいのある快適な都市空間の創出
（１）都市景観形成の推進
「景観形成条例」の適正な運用を図るととも
に，市町村が行う景観行政に対する助言や景観

に関する広報啓発を推進する。
また，屋外広告物の適正な表示を推進するた
め，屋外広告物制度の広報啓発や，違反広告物
の是正指導を進めるとともに，住民参加による
違反広告物の除去を行う茨城県まちの違反広告
物追放推進制度を実施する。
さらに，良好な住環境の形成のため建築協定
の活用を推進する。

（２）電線類の地中化の推進
電線類の地中化による道路の景観の向上と安
全かつ円滑な道路交通の確保を図るため，26 年
度も県道取手東線外 17 路線で引き続き電線共
同溝の整備を推進する。

（３）交通安全施設等の整備
安全かつ円滑・快適な交通環境の確立を図る
ため，「安心安全な生活道路整備事業」を活用
し，歩道設置や交差点改良など計画的な整備を
推進する。
さらに，霞ケ浦自転車道（潮来市〜土浦市）
の整備を推進する。

（４）まちづくり推進事業の実施
まちづくり推進事業として，まちづくりシン
ポジウム及びうるおいのあるまちづくり顕彰事
業を実施する。
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第２節　歴史的環境・自然景観の保全と活用

第１　歴史的環境・自然景観の保全と活用に関する施策 	
１　歴史的・文化的環境の保全と活用

（１）文化財の保護と史跡の公有化の推進
ア　史跡名勝天然記念物の指定
「文化財保護法」に規定する文化財のうち，
※史跡，※名勝及び※天然記念物を総称して記念
物といい，国・県・市町村はそれぞれの段階の
特色に応じて指定を行い，その保護をおこなっ
ている。
記念物は，その内容が自然環境と極めて密接
な関連を有しており，文化財としてのしていは
原則として指定時の現状を保存することを前提
としている。指定された各記念物の指定価値を
損なう現状変更等は原則として認められて居ら
ず，保護・保存が図られている。

イ　保護対策
（ア）史跡の公有化と整備
史跡は直接自然環境に関わるものではない
が，その多くは良好な自然環境を維持してい
る。
本県では史跡のより一層の保護を図るため，
良好な歴史的環境を維持し，広く活用を図る目
的で公有化と史跡公園等の整備を促進してい
る。

（イ）名勝の整備
名勝の存在は自然環境に支えられている。し
たがって，その保護は，そのまま自然環境の保
護につながるものである。

（ウ）天然記念物
天然記念物は自然そのものであり，動物の生

息条件は植物以上に周辺の環境に左右され，自
然環境の変化を如実に反映する。
なお植物の指定には名木，巨樹，老木等の単
木のほか，植物生態学上の視点による自然林や
樹叢の指定がある。

（２）指定文化財の所有者・管理者への支援
国・県指定文化財の保存修理，防災設備等に
対し補助金を交付している。
東日本大震災で被災した文化財の早期復旧と
所有者等の負担軽減を図るため，本県独自に復
旧事業への補助を実施している。
文化財の保護のための支援を進めることに
よって，地域住民の文化財保護の意識の高揚を
図っている。

（３）文化財保護意識の高揚と人材の育成
市町村の文化財保護審議会委員や地域で文化
財保護活動をしている者を対象に，表彰や講演
会を実施し，文化財の保護や活用を推進してい
る。

（４）文化財に関する資料の刊行等
新たに指定・登録された文化財の解説と国・
県指定文化財，登録文化財を掲載した「茨城の
文化財」を刊行するとともに，遺跡台帳（埋蔵
文化財包蔵地調査カード）や「茨城県遺跡地図」
を完備・更新し，埋蔵文化財の保護活用と遺跡
の有無の照会，開発事業との調整の円滑化を
図った。

第２　今後の取り組み 	
１　歴史的・文化的環境の保全と活用
史跡については，計画的な土地の公有化につ
いて，市町村に助言・支援を行い，史跡公園等
の整備・活用を促進する。

また，名勝や天然記念物については，現状保
存とともに，周辺環境の整備を促進する。
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第３節　自然災害への対応
主な環境指標（実績／目標）
◇河川改修率　57.3％（25年度）／57.9％（27年度）
◇急傾斜地崩壊対策事業整備率　29.4％（25年度）／29.4％（25年度）

第１　自然災害等への対応 	
１　地震や台風などの自然災害等への対応

（１）水害の防止
地域開発の進展に伴う人口の集中化・都市化

に対処し，河川流域住民を洪水の被害から守る
ため，河川改修やダム事業を推進するととも
に，大規模開発など流域の開発が著しい河川に
ついては，防災調節池等の整備と合わせて改修
を進めている。
25 年度は，桜川など 34 河川（37 工区）で，

改修事業を実施した。

（２）海岸災害の防止
飛砂防備保安林等に指定されている海岸防災

林は，気象や土壌などが極めて悪いうえ，飛砂
や潮風などの被害を受けやすく，また，本県の
海岸は近年，気象の変化等により侵食性海岸に
なっている。このため，防潮護岸工を施工する
とともに，人工砂丘や静砂垣を設置し，植栽工
等を実施した。
また，高潮や侵食の被害を防止するため，護

岸やヘッドランド等の整備を実施しており，25
年度は，鹿嶋海岸など６海岸で実施した。

（３）地震災害への対応
災害に強い都市環境の形成を図るため，駅前

や中心市街地を中心に市街地再開発事業や，土
地区画整理事業を推進している。26 年３月末現
在で，市街地再開発事業は 15 地区，土地区画
整理事業は 300 地区が完了している。
また，防災空間確保のための※防災公園や，

住民の避難，消防活動，緊急輸送のための道路
の整備を図るとともに，茨城港（日立港区，常
陸那珂港区）及び鹿島港において耐震強化岸壁
を供用している。
そのほか県耐震改修促進計画に基づき，県有

施設の耐震化の推進，木造住宅耐震診断への助
成，市町村の耐震改修促進計画策定促進を行っ
ている。

（４）土砂災害防止施設の整備推進
砂防事業，地すべり対策事業，急傾斜地崩壊
対策事業により，土砂災害防止施設の整備を
図っている。
25 年度は，砂防事業は羽根黒沢など９渓流，
地すべり対策事業は大塚地区など３地区，急傾
斜地崩壊対策事業は上田沢地区など 23 地区の
整備を実施した。

（５）土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒
区域等の指定推進
土砂災害から県民の生命・身体を守るため，
土砂災害警戒区域等の指定に努めている。
25 年度は，水戸市など７市町村（251 箇所）
で指定を実施した。

（６）予防治山や復旧治山の推進
山地において台風や集中豪雨等の天然現象に
よって発生した崩壊地や，崩壊の可能性が高
く，崩壊土砂の流出により下流に被害を与える
おそれがあり，緊急に防止工事を要する箇所に
ついて，「地域森林計画」に基づき治山ダム工や
山腹工，森林造成のための植栽工を実施した。

（７）保安林の適正配備と機能の維持・向上
土砂災害等山地災害を防備する目的で土砂流
出防備及び土砂崩壊防備保安林を指定してお
り，本県では主に県北山間部に配備し，面積は
25 年度末で 3,954 haとなっている。
また，保安林の機能が高度に発揮できるよう
保安林整備事業等により整備を進めている。

（８）土砂災害に対する防災意識の高揚
毎年６月の土砂災害防止月間に市町村ととも
にがけ地のパトロールを実施している。
また，小・中学校生徒を対象に「土砂災害防
止に関する絵画・作文」を募集・表彰して，土
砂災害に対する防災意識を高めている。
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２　災害廃棄物への対応
（１）東日本大震災により発生した災害廃棄

物への対応
23 年３月末時点で，県内の市町村が把握した
災害廃棄物は，重量では約 24 万トン，重量で
把握できていないものが約６万m2 に上った。
市町村における災害廃棄物の処理促進を図る
ため，市町村等からの災害廃棄物の処理に係る
個別の相談に対して，環境省と連携し技術的な
助言を行うとともに，災害廃棄物の処理に対す
る国の補助制度を活用した支援を実施し，本県
の最終処分場「エコフロンティアかさま」等に
おいて災害廃棄物を処理した。
また，宮城県議会から，震災により生じた災
害廃棄物の受入要請があり，併せて内閣総理大
臣及び環境大臣からの協力要請も受けたことか
ら，最終処分場「エコフロンティアかさま」等
において，宮城県の災害廃棄物を処理した。

（２）台風 26 号により発生した災害廃棄物
への対応
25 年 10 月に発生した台風 26 号により，行方
市において，家屋浸水，ビニールハウスの倒壊
及び崖崩れ等に伴い，災害廃棄物が生じた。環
境省と連携し，行方市に対して技術的な助言を
行うとともに，災害廃棄物の処理に対する国の
補助制度を活用した支援を実施した。

３　異常気象への対応
（１）防災情報メールの配信
防災情報システムの更新（20年度）にあわせ，
新たに県民に対するサービスとして，気象関連情
報や避難関連情報について電子メールにより配信
する「茨城県防災情報メール」を開始した。
ア　配信する情報
・気象警報
（大雨，洪水，暴風，波浪，高潮の５警報）
・避難関連情報
（避難準備情報，避難勧告，避難指示，地
震情報）

イ　登録者数
16，674 件（H26. 3. 1 現在）

ウ　配信実績

（２）防災情報ネットワークシステムの更新
（運用開始Ｈ 28. 4〜）
11 年度より運用を行っている現行システムに
ついては，老朽化による障害等の発生頻度の増
加や，一部部品の製造中止など，機能を維持し
ていくことが困難な状況にあるため，更新を行
う必要がある。
ア　更新に向けた基本方針等
・地上回線，衛星回線の２ルート維持による
確実性の確保
・いばらきブロードバンドなどの既存光回線
を活用したデジタル化・高速大容量化
・救急医療機関やトラック協会，東日本高速
道路（株）などとの連携強化
・救急車から医療機関に直接連絡できる機能
などを構築
・水防情報システムなど各種関連システム等
との連携により，河川水位情報や道路通行
止め情報，避難所情報などの災害関連情報
を関係機関と共有

図表 6-3-1　防災情報メールの配信実績

警　　報 24年度 25年度
気 象 警 報 94 61
竜 巻 注 意 情 報 24 45
地 震 情 報 33 24
津 波 注 意 報 ６ 2
避 難 関 連 情 報 ０ 0
お 知 ら せ ３ 4
土砂災害警戒情報 21 25

合　　計 181 161

図表 6-3-1　防災情報メールの配信実績

警　　報 24年度 25年度
気 象 警 報 94 61
竜 巻 注 意 情 報 24 45
地 震 情 報 33 24
津 波 注 意 報 ６ 2
避 難 関 連 情 報 ０ 0
お 知 ら せ ３ 4
土砂災害警戒情報 21 25

合　　計 181 161
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第２　今後の取り組み 	
１　地震や台風などの自然災害等への対応

（１）水害の防止
河川改修を重点的に推進するとともに，大規

模開発など流域の開発が著しい河川について
は，防災調節池等と合わせた改修を推進するこ
ととし，26 年度は，改修事業については，桜川
をはじめ 31 河川（32 工区）で実施する。

（２）海岸災害の防止
26 年度は，日立市十王町伊師など３か所で防

潮護岸工等を施工するとともに，神栖市豊ヶ浜
など３か所で樹木の成長を促すため，静砂垣を
設置し植栽工を実施する。また，東日本大震災
の復興事業として，L1 津波や高潮・波浪に備え
るため北茨城市神岡上ほか 28 箇所の防潮護岸
の嵩上げ等を行う。
さらに，鹿島灘海岸で，養浜による侵食対策

を実施する。

（３）地震災害への対応
市街地再開発事業や土地区画整理事業の面的

整備について支援等を行い，災害に強いまちづ
くりを推進する。また，防災公園や，緊急輸送
道路ネットワークに指定された路線の整備を推
進する。そのほか，建築物の耐震化を図るため，
県耐震改修促進計画に基づく各種施策を推進す
る。

（４）土砂・山地災害の防止
砂防事業，地すべり対策事業，急傾斜地崩壊
対策事業による土砂災害防止施設の整備と，土
砂災害警戒区域等の指定を推進する。
また，保安林の機能が高度に発揮できるよう
保安林整備事業等を進めるとともに，荒廃山地
の復旧及び荒廃危険山地の崩壊を未然に防止す
るため，26 年度は大子町中郷など 12 か所で山
復工や治山ダム工本数調整伐等を実施する。
そのほか，大雨による土砂災害発生の危険度
が高まった時に気象台と共同で発表する土砂災
害警戒情報や補足する情報を，県のホームペー
ジ等から市町村，県民に配信し適切な避難がで
きるよう，避難体制の支援を図る。

２　災害廃棄物への対応
自然災害が発生した際は，被災市町村が円滑
に災害廃棄物を処理できるよう，環境省等と連
携し，被災市町村に対して技術的な助言を行う
とともに，国の補助制度を活用した支援等を行
う。

３　異常気象への対応
防災情報メールの登録について県民への広報
を行い，登録を促し，より多くの県民に地震・
津波などの災害時における災害情報の収集・伝
達を迅速かつ的確に行う。
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植栽状況（白い筒状のものは野ウサギによる食害防止用ネット）

トピックス 海岸防災林の機能強化

本県の海岸線は約 190 kmあり，そのうち 61 kmが海岸防災林になっています。
海岸防災林は，飛砂防止や防風，潮害防備等のほか，津波エネルギーの減衰や漂流物の捕捉等

による津波災害の軽減などの公益的機能があり，後背地の農地や住宅等を保護し，生活環境を保
全する重要な役割を果たしています。
しかし，海岸防災林の多くはクロマツの単一樹種であることから，松くい虫の被害を受けやす

く，その公益的機能が低下しています。一方，東日本大震災では海岸防災林により津波被害が軽
減された事例も見られたことから，海岸防災林の公益的機能を強化することが急務となっていま
す。
そこで，津波による被害を低減するなど，海岸防災林が持つ公益的機能を強化するため，森林

湖沼環境税を活用して，松くい虫による被害木を伐採し，広葉樹等の植栽や天然更新によって樹
種転換を進めるとともに，既存のマツ林については松くい虫予防のための薬剤散布を実施してい
ます。
なお，植栽している広葉樹はネズミモチ・スダジイ・タブノキ・モチノキ・トベラ・マサキ，

針葉樹は松くい虫抵抗性クロマツとカイヅカイブキです。

○平成 25 年度の実績
被害木伐採
1,147 m3（北茨城市 223 m3，大洗町 910 m3，神栖市 14 m3）

広葉樹等植栽
　 12 ha（北茨城市５ha，大洗町６ha，神栖市１ha）

松くい虫予防のための薬剤散布
 395 ha　北茨城市 26 ha，日立市 17 ha，東海村 21 ha，大洗町 44 ha，
　　　　 鉾田市 137 ha，鹿嶋市 28 ha，神栖市 122 ha
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